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科目名 公認会計士にとっての税務総論（理論編） 

分類コード 税務 101 学年 J1 時期 前期 必修 〇 単位 ３ 

講義形態 ｅラーニング 

受講の前提及び事前準備 

特になし 

講義内容 (指導目的) 

１. 現在、公認会計士は税理士登録を行うことにより税務業務ができるが、公認会計士法

制定以来の制度の変遷について、税理士法の改正を踏まえ理解する。 

２. 課税権に基づいて税金を課税し徴収する主体（行政組織）について理解する。 

３. 国税についての基本的事項及び共通事項を定めた国税通則法の規定を、各個別税法

と一体として理解する。 

４. 税務調査に係る権限、調査の種類及び方法について理解する。 

５. 課税庁による処分に係る不服審査について、処分から不服申立、訴訟に至る一連の手

続を理解する。 

６. 租税犯に対する処罰について理解する。 

キーワード 

税理士法、税理士の独占業務、国税審議会が指定する研修、課税主体、国税通則法、 

租税法律主義、税務調査、不服審査制度、不服申立前置主義、租税罰則 

到達目標 

我が国の租税制度全体の基礎や主要な手続を説明できる。 

参考文献 

なし 

 



科目名 租税法体系 

分類コード 税務 102 学年 J1 時期 前期 必修 〇 単位 ３ 

講義形態 eラーニング 

1. 受講の前提及び事前準備 

2. 公認会計士試験（租税法）出題範囲に関する、所得税、法人税、相続税及び消費税の

内容を復習しておくこと。 

講義内容 (指導目的) 

１. 公認会計士が習得すべき税務の基礎として租税の基本原則、役割、租税の種類や法体

系を理解する。 

(1) 租税の意義、基本原則、役割、種類等を理解する。 

(2) 税法の種類とその概要を理解する。 

(3) 税法の構造とその適用を大まかに理解する。 

２. 相続税の学習のヒントとなるよう導入部分の論点を取り上げ受講者の興味を引くよ

う講義する。 

キーワード 

租税の基本原則、役割、租税の種類や法体系 

個別税目に係る税制改正の内容 

到達目標 

１. 租税法分野における最近の課題など広く租税の一般教養を学び説明することができる。  

２. 講義を通じて課題を自ら見出し、文献等を通じて自ら調べる習慣を身に付ける。 

参考文献 

租税法（弘文堂、金子宏 著） 
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科目名 国際税制 

分類コード 税務 601 学年 J2 時期 後期 必修 － 単位 ３ 

講義形態 eラーニング 

受講の前提及び事前準備 

税務 201「法人税法総論」及び税務 212「法人税法【その１】～【その３】」の受講を完了

しておくこと。 

講義内容 (指導目的) 

国際税務の基礎を通し、国際間の税制度の趣旨を理解する。 

１. 非居住者等の日本における課税制度 

２. 日系企業の海外投資に関連する課税制度（配当免税） 

３. 二重課税を防ぐための諸制度（租税条約） 

４. 移転価格税制 

５. 国外支配株主等に係る負債の利子等の課税の特例（過小資本税制） 

６. 外国子会社合算税制（タックスヘブン税制） 

キーワード 

非居住者、外国法人、租税条約、配当免税、源泉税、外国税額控除、クロスボーダー、 

恒久的施設（PE） 

到達目標 

１. 国際税務の主要課題を理解し、何が問題となるのかを説明することができる。 

２. 非居住者及び外国法人に関する日本における課税制度の趣旨と概要を説明すること

ができる。 

３. 租税条約の趣旨と概要について説明することができる。 

参考文献 

・「図解 国際税務」大蔵財務協会 
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科目名 持続的企業価値向上の経営実務 

分類コード 経営 107 学年 J3 時期 後期 必修 ― 単位 ３ 

講義形態 ライブ講義 

受講の前提及び事前準備 

・経営 101「経営管理総論」の受講完了 

・企業経営の流れを掴むため、企業が「選択と集中」、「コングロマリット・ディスカウン

トの回避」などの投資家からの要請にどのように対応してきたか、2000 年以降で変化

の激しかった業界(例えば、電機・エレクトロニクス業界)から任意の企業を選んで公開

情報を読んでおくこと 

講義内容 (指導目的) 

１．①企業はどのように事業計画を立案・実行し、効果測定を行って進捗状況を認識し、

修正を加えて事業計画を遂行しているのか、②経営者は証券市場や投資家に対して

資源投入と成果の関係をどのように説明しようとしているのか、今までの経験を踏

まえた具体的な説明を行い、実務がどのように進められているのかを理解する。 

２．会社の文化や歴史、社内組織、取引先や金融機関、社外役員、機関投資家、行政機関、

マスコミなどとの関係の中で、企業経営者は何を考えながら意思決定していくのか

を考察・議論する。 

これらを通じて、上場会社において開示情報を確定する流れも理解する。 

キーワード 

持続的成長、価値創造、変化対応、スピード経営、バッドニュース・ファースト 

到達目標 

資本市場を機能させるために企業から投資家に向けて発信される情報について、経営

者の色々な行動パターンを理解しながら、公認会計士として法律やルールさらには職業

倫理に則り自らが良否の判断をしてゆく心構えや準備が出来る。 

参考文献 

・三品和弘「経営戦略を問いなおす」 

・砂川信幸、笠原真人「はじめての企業価値評価」 

・ダニエル・カーネマン「ファーストアンドスロー」 
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